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�愛媛県告示第３８０号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条の２第１項の規定により、県税の収納の事務を次のとおり委託した。

平成２５年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８１号
次のとおり落札者を決定した。

平成２５年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 県税の収納事務の委託………………………………………………………………………………………………………………………………………（税務課）…３１８

○ 落札者等の告示…………………………………………………………………………………………………………………………………………（情報政策課）…３１８

○ 愛媛県生活文化センターの指定管理者の住所の変更…………………………………………………………………………………（文化・スポーツ振興課）…３１９

○ 萬翠荘の指定管理者の住所の変更………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３１９

○ 大規模小売店舗の新設の届出の概要等………………………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…３１９

○ 保安林の指定……………………………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…３１９

○ 保安林の指定の解除……………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３２０

○ 指定金融機関等の名称、位置、取り扱う事務の範囲等の一部改正……………………………………………………………………………………（会計課）…３２０

○ 土地改良区役員の就退任の届出…………………………………………………………………………………………………………（東予地方局農村整備課）…３２１

○ 土地改良事業の工事完了の届出…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３２１

○ 土地改良区役員の就退任の届出……………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…３２１

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…３２１

○ 介護員養成研修事業者の指定……………………………………………………………………………………………………………（南予地方局地域福祉課）…３２１

○ 土地改良事業の工事完了の届出………………………………………………………………………………………（南予地方局八幡浜支局農村整備第一課）…３２２

○ 包括外部監査契約の締結………………………………………………………………………………………………………………………………（監査事務局）…３２２

選挙管理委員会告示

○ 政治活動のために寄附を受け、又は支出をすることができない団体………………………………………………………………………（選挙管理委員会）…３２２

労働委員会告示

○ あっせん員候補者の公示………………………………………………………………………………………………………………………（労働委員会事務局）…３２２

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

受 託 者
委託した事務の範囲及び内容 委 託 期 間

名 称 主たる事務所の所在地

新居浜市 新居浜市一宮町一丁目５番１号
受託者の本庁舎、川東支所及び上部支所
における自動車税（平成２５年度定時課税
分に限る。）の収納の事務

平成２５年４月１日から同
年６月３０日まで（納税の
受付は、同年５月１０日か
ら同年６月１０日まで）

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

愛媛県基幹ネットワークシステム運
用管理・支援及び利用支援業務 一
式

愛媛県企画振興部
管理局情報政策課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２５年３月２７日
株式会社愛媛電算
松山市大手町一丁目１１
番地７

１８，２７０，０００円 一般競争入札 平成２５年２月１２日

毎週（火・金）曜日発行 第２４６１号 平成２５年４月１２日

平成２５年４月１２日金曜日 第２４６１号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第３８２号
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例（昭和３９年愛媛県条

例第２号）第１２条第２項の規定により、公の施設の指定管理者から

次のとおり住所の変更の届出があった。

平成２５年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 公の施設の名称

愛媛県生活文化センター

２ 指定管理者の名称

株式会社ウイン

３ 指定管理者の住所

変更前 松山市和泉北二丁目１０番８号

変更後 松山市二番町三丁目６番地５

４ 変更年月日

平成２５年１月１日

�������
�愛媛県告示第３８３号
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例（昭和３９年愛媛県条

例第２号）第１２条第２項の規定により、公の施設の指定管理者から

次のとおり住所の変更の届出があった。

平成２５年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 公の施設の名称

萬翠荘

２ 指定管理者の名称

株式会社ウイン

３ 指定管理者の住所

変更前 松山市和泉北二丁目１０番８号

変更後 松山市二番町三丁目６番地５

４ 変更年月日

平成２５年１月１日

�������
�愛媛県告示第３８４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部商工観光室並びに松

山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２５年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

フジ安城寺店

松山市安城寺町５７１－１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社フジ

松山市宮西一丁目２番１号

代表取締役 尾� 英雄

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社フジ

松山市宮西一丁目２番１号

代表取締役 尾� 英雄

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２５年１１月３０日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

３，６８０平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

１８２台

イ 駐輪場の収容台数

１５７台

ウ 荷さばき施設の面積

２０７平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

５２．２立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前７時 閉店時刻 午後１１時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前６時４５分から午後１１時１５分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２５年３月２９日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部

商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に

供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第３８５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

愛 媛 県 報平成２５年４月１２日 第２４６１号

３１９
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次のように保安林の指定をする。

平成２５年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所

今治市玉川町龍岡上字岩門丁４３３の１０、丁４３３の１９、丁４３３の２５

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び今治

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第３８６号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２５年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 解除に係る保安林の所在場所

松山市門田町丙２０８の２から丙２０８の６まで、丙２０９の１０、丙

２０９の１２

� 保安林として指定された目的

魚つき

� 解除の理由

指定理由の消滅

２� 解除に係る保安林の所在場所

松山市門田町丙２０８の７、丙２０９の１１、丙２０９の１５から丙２０９の

１８まで、丙２１０の３

� 保安林として指定された目的

魚つき

� 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第３８７号
指定金融機関等の名称、位置、取り扱う事務の範囲等（昭和４８年９月愛媛県告示第８２２号）の一部を次のように改正し、平成２５年４月１９

日から施行する。

平成２５年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

一・二 省略

三 収納代理金融機関の名称、位置等

� 名称及び位置

一・二 省略

三 収納代理金融機関の名称、位置等

� 名称及び位置

名 称 位 置 名 称 位 置

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

�～� 省略

� 株式会社西日本シティ

銀行

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

福岡市博多区博多駅前三丁目１

番１号

� 店舗の名称、位置等

１ 収納代理総括店

� 店舗の名称、位置等

１ 収納代理総括店

名 称 位 置 名 称 位 置

省略

省略

省略

西日本シティ銀行松山支店

省略

松山市千舟町三丁目３番地５

２ 収納代理取扱店

愛媛信用金庫、宇和島信用金庫、東予信用金庫及び川之

江信用金庫の本店及び支店並びに四国労働金庫の県内の

２ 収納代理取扱店

愛媛信用金庫、宇和島信用金庫、東予信用金庫及び川之

江信用金庫の本店及び支店並びに四国労働金庫の県内の

愛 媛 県 報平成２５年４月１２日 第２４６１号

３２０
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�愛媛県告示第３８８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市玉津土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２５年４月１２日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第３８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、四国中央市土居町土地改良区から次のとおり土地改良事業の

工事が完了した旨の届出があった。

平成２５年４月１２日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

�������
�愛媛県告示第３９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

道後平野土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があっ

た。

平成２５年４月１２日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

退 任

�������
�愛媛県告示第３９２号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２５年４月１２日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

�愛媛県告示第３９１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年４月１２日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

支店

愛媛県信用漁業協同組合連合会の本所及び支所

みずほ銀行及び三井住友銀行の本店、支店及び出張所並

びに中国銀行、広島銀行、山口銀行、阿波銀行、百十四

銀行、四国銀行 、徳島銀行、香川銀

行、高知銀行、三井住友信託銀行及び商工組合中央金庫

の県内の支店

支店

愛媛県信用漁業協同組合連合会の本所及び支所

みずほ銀行及び三井住友銀行の本店、支店及び出張所並

びに中国銀行、広島銀行、山口銀行、阿波銀行、百十四

銀行、四国銀行、西日本シティ銀行、徳島銀行、香川銀

行、高知銀行、三井住友信託銀行及び商工組合中央金庫

の県内の支店

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 白 木 統 務 西条市玉津４０３

〃 矢 野 昭 雄 西条市玉津２８９－１

〃 日 野 敬 治 西条市玉津３１１－２

〃 矢 野 芳 孝 西条市玉津３６１

〃 矢 野 賀 文 西条市玉津２６６－５

〃 日 野 正 西条市玉津３７４

監 事 星 加 晋 西条市玉津３１８－７

〃 星 加 憲 西条市玉津３３７

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 日 野 昌 訓 西条市玉津３１５

〃 星 加 和 俊 西条市玉津３３１－１

〃 徳 永 俊一郎 西条市玉津３５２

〃 徳 永 芳 夫 西条市玉津２４９－２

〃 越 智 キヨ子 西条市玉津３１３

〃 星 加 祥 男 西条市玉津１５２

監 事 矢 野 桂 蔵 西条市玉津３３６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 � 木 健 次 松山市北梅本町甲７７４番地３

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 上野用水路地区 平成２５年３月１１日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 道町地区 平成２５年３月２５日

〃 矢 野 壹 工 西条市玉津１５７－２

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２４中局建（開）第４５号

平成２５年３月２９日

伊予市下吾川字南西原１７５８番５、１７５８番３、１７５９番１、１７５９番３、１７６０番

１、１７６７番２、１７６７番４、１７６７番５、１７６７番６、１７６７番８、１７６７番１２、１７

６７番１３、１７６９番１、１７７０番３

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１
号
第一福岡ビルＳ館４階
株式会社コスモス薬品
代表取締役 宇 野 正 晃
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選挙管理委員会告示

労働委員会告示

�������
�愛媛県告示第３９３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、大洲市土地改良区から次のとおり土地改良事業の工事が完了

した旨の届出があった。

平成２５年４月１２日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

�愛媛県告示第３９４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３６第１項の規定に

基づき、次のとおり包括外部監査契約を締結した。

平成２５年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 包括外部監査契約を締結した者の氏名及び住所

山邊 彰三

伊予郡松前町昌農内９６番地４

２ 包括外部監査契約の期間の始期

平成２５年４月１日

３ 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用

の額の算定方法及び支払方法

� 費用の額の算定方法

基本費用の額並びに執務費用及び実費の額の合算

� 費用の支払方法

執務費用及び実費に相当する額の範囲内における概算払並び

に監査の結果に関する報告に基づく支払

�愛媛県選挙管理委員会告示第２１号
次の政治団体は、政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第２項の規定により、平成２５年４月２日以後、政治活動（選挙運動を

含む。）のために寄附を受け、又は支出をすることができない団体となったので、同条第３項の規定に基づき告示する。

平成２５年４月１２日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県労働委員会告示第１号
労働委員会規則（昭和２４年中央労働委員会規則第１号）第６８条第１項の規定により、あっせん員候補者を次のとおり公示する。

平成２５年４月１２日

愛媛県労働委員会

会 長 山 下 泰 史

愛媛県労働委員会あっせん員候補者名簿

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 常森地区 平成２５年３月２２日

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

株 式 会 社 新 風 会 愛媛県大洲市徳森字野
田１４７７番地１

介護職員初
任者研修課
程

平成２５年
４月１日

学校法人帝京科学大学 愛媛県大洲市新谷甲２３
３番地

介護職員初
任者研修課
程

平成２５年
４月１日

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地
代 表 者 会 計 責 任 者

有友正本後援会 城 戸 正 紀 都 築 廣 一 大洲市菅田町菅田乙４９６

大石一後援会 大 石 和 久 岸 忠 明 松山市枝松二丁目４―２０

大久保洋志後援会 清 家 友 近 山 内 貞 治 宇和島市吉田町立間尻甲５５６－３

北貞丈後援会 北 貞 丈 藤 本 利 春 今治市宮窪町宮窪２６３３

公平・公正な大洲市政を実現する会 城 戸 正 紀 都 築 廣 一 大洲市菅田町菅田乙４９６

政治結社大日本国命会 高 戸 国 広 土居ノ内 浩寿 松山市東方町甲３７９

�友会 堀 内 � 郎 村 上 淳 治 今治市朝倉下甲５６５

広瀬敏子後援会 広 瀬 敏 子 広 瀬 重 治 新居浜市船木甲３６１５―７
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氏 名 現 職 又 は 地 位 委員経歴 委嘱年月日

山 下 泰 史 愛媛県労働委員会会長
弁護士 ３４～４０期 平成２３年８月２９日

田 口 光 伸 愛媛県労働委員会会長代理
弁護士 ４０期 〃

青 山 保 子 愛媛県労働委員会委員
特定社会保険労務士 ３６～４０期 〃

村 田 毅 之 愛媛県労働委員会委員
松山大学法学部長

３５期
３９期～４０期 〃

戸 澤 健 次 愛媛県労働委員会委員
愛媛大学法文学部教授 ４０期 〃

松 本 修 次 愛媛県労働委員会委員
全国一般愛媛地方労働組合特別執行委員 ３０～４０期 〃

木 原 忠 幸 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛会長 ３６～４０期 〃

田 中 圭 子 愛媛県労働委員会委員
ＪＡＭ四国愛媛地区協議会副事務局長 ３８～４０期 〃

砂 田 篤 志 愛媛県労働委員会委員
瀬戸内運輸労働組合執行委員長 ４０期 〃

若 宮 強 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛副会長・自治労愛媛県本部執行委員長 ４０期 平成２５年２月２２日

仙 波 誉 子 愛媛県労働委員会委員
株式会社岩本商会代表取締役社長 ３７～４０期 平成２３年８月２９日

黒 田 周 子 愛媛県労働委員会委員
今治コミュニティ放送株式会社代表取締役社長 ３８～４０期 〃

山 下 精一郎 愛媛県労働委員会委員
愛媛県経営者協会専務理事 ３９～４０期 〃

杉 � 桂 愛媛県労働委員会委員
住友化学株式会社愛媛工場総務部長 ４０期 平成２４年５月２５日

伊勢家 勝 正 愛媛県労働委員会委員
株式会社伊勢屋商店代表取締役社長 ４０期 平成２３年８月２９日

和 田 文 男 全日本海員組合中四国地方支部長代行兼愛媛支部長
連合愛媛執行委員 ― 〃

一 色 昭 造 石崎汽船株式会社代表取締役社長
愛媛県旅客船協会会長 ― 〃

大 西 篤 愛媛県労働委員会事務局長 ― 平成２４年４月１日

門 田 正 文 愛媛県労働委員会事務局次長 ― 〃

谷 本 克 彦 愛媛県労働委員会事務局審査調整課長 ― 平成２５年４月１日

平成２５年４月１２日 発行
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